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はしがき 
 
本報告書は、日本財団の 2019 年度助成事業「船舶関係諸基準に関する調査研究」の一環として、国

際海運 GHG ゼロエミッションプロジェクトにおいて当会と国土交通省が共催で実施した「IMO GHG
削減戦略への対応に関する調査研究」の成果をとりまとめたものである。 
本プロジェクトでは IMO（国際海事機関）での審議に関する検討として、IMO GHG 削減戦略におけ

る 2030 年目標（効率 40%改善）の達成に向けて、海洋環境保護委員会第 74 回会合（MEPC 74）に提

出した短期対策に係る日本提案（EEXI 規制）の技術的事項について検討を行い、第 6 回 GHG 中間作

業部会（ISWG-GHG 6）及び ISWG-GHG 7 に向けた提案文書を取りまとめた。 
また、2050 年目標（総量 50%削減）の達成に向けて、国際海運に導入すべき GHG 削減対策を明ら

かにし、また、それらの対策を実現するために必要となる技術開発及び環境整備等の内容・時期をロ

ードマップとして取りまとめ、今後の我が国海事産業としての GHG 削減の具体的な取組を決定・実施

するための検討材料を提供することを目的として、調査研究を行った。 
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1. はじめに（調査研究の背景・目的） 
 
1.1 背景及び目的 

2018 年 4 月、国際海事機関（IMO）において温室効果ガス（GHG）削減戦略が採択された。これにより、

国際海運全体での GHG 削減目標として、①2030 年までに効率 40％以上改善、②2050 年までに総排出量

50％以上削減（2008 年比）、③今世紀中なるべく早期に排出ゼロを目指す、が合意されたこととなる。 
これら削減目標の実現のために、IMO においては、2018 年 10 月の第 73 回海洋環境保護委員会（MEPC  

73）で承認されたアクションプログラムに従い、2023 年までに、GHG 削減短期対策に合意すること、2023
年以降に GHG 削減中長期対策に合意すること、等が予定されており、各国に対し、具体的な提案が求め

られている。 
我が国でも、IMO における GHG 削減の取組を商機と捉え、日本海事産業の国際競争力強化につなげる

ことが重要となっている。このため、国際海運 GHG ゼロエミッションプロジェクトにおいては、産学官

公で認識を十分に共有した上で、我が国としての長期戦略を組み立て、行動につなげていくとともに、そ

の一環として、IMO に対しても新たな GHG 削減対策を戦略的に打ち出すこととしており、そのために必

要な調査研究等を実施している。 
日本海事産業の国際競争力強化に資する形で IMO GHG削減戦略の2050年目標達成に向けた取組を進め

るためには、我が国の技術を活用しつつ、その達成に資する船舶の在り方について検討を行い、今後の IMO
における GHG 削減対策の議論における交渉方針に反映させる必要がある。 
 
1.2 調査研究の内容 

2030 年目標（効率 40%改善）の達成に向けて、海洋環境保護委員会第 74 回会合（MEPC 74）に提出し

た短期対策に係る日本提案（EEXI 規制）の技術的事項について、船舶運航タスクフォースにおいて検討

を重ね、第 6 回 GHG 中間作業部会（ISWG-GHG 6）及び ISWG-GHG 7 に向けた提案文書を取りまとめた。 
また、今後の我が国海事産業としての GHG 削減の具体的な取組を決定・実施するための検討材料を提

供することを目的として、本プロジェクトにおいて国際海運のゼロエミッションに向けたロードマップを

策定した。 
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